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＜経緯＞
 令和２年度に、北海道ブロックおける計画策定状況、
人材育成、相互連携、適切な協議会構成員とその役割
などについて、平時の備えや発災時の対応力強化の観
点から、協議会が目指すべき５年後のビジョンと、そ
の達成に向けたロードマップ案を作成した。

 令和３年度を１年目として、５年後のビジョンとロー
ドマップ案の見直しを行いながら各種検討等を実施。

５年後のビジョンの実現に向けた
ロードマップについて

資料５

今回は、進捗状況と今後の課題を報告する。
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令和4年9月の「日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震防災対策推進基本計
画（中央防災会議）」における具体目標「推進地域の市町村における災
害廃棄物処理計画の策定率を令和7年度までに70％に近づけることを目指
す。」を踏まえ、ビジョンに、「推進地域の策定率70%を目標」となるよ
う追記し、第16回協議会において承認を得た。

現状： 平成29年3月に北海道ブロック行動計画(第1版)策定。近年の災害
に伴う廃棄物処理の課題や知見、北海道の被害想定の見直し状況
等をふまえた改定が望ましい。
道内の市町村災害廃棄物処理計画の策定率は2021年1月時点で
13%(23/179)。小規模自治体が多くマンパワー不足等が課題。

現状： 協議会構成員を対象としたもののほか、計画策定モデル事業を含
め、人材育成事業として振興局単位で市町村・振興局職員向けに座
学・ワークショップを実施。

方針： 北海道ブロック行動計画の点検・見直しを行い、実効性向上を図
る。
2025年度までに市町村の災害廃棄物処理計画策定率60%、日本海
溝・千島海溝周辺海溝型地震防災対策推進地域の策定率70％を目
標とする。各地域で人材育成と合わせた支援を行い、計画策定を
促進する。

方針： 各地域で人材育成を継続的に実施できる体制を構築し、全道におけ
る意識向上や基礎的事項の理解促進を図る。人事異動等を考慮し、
高度な内容にシフトしていくのではなく、基礎的内容を継続して行
う体制を構築する。そのうえで、協議会構成員を対象にレベルアッ
プした内容を試行的に行う。

現状： ブロック協議会やモデル事業において、関係者間の意見交換、情
報共有等を実施。ブロック協議会では、相互連携・広域連携のた
めの各種検討を実施。災害時の地域内及び道内広域連携のため
の、ハード・ソフト面のリスクポイントを把握し、具体的な対応
策を検討・促進することが望ましい。

現状： 平成27年度より学識経験者、地方自治体、民間団体、国関係機関よ
り構成される北海道ブロック協議会を設置し、大規模災害時の廃棄
物対策に関する情報共有や広域連携に関する検討等を実施。各地域
で災害廃棄物処理対策を促進できる体制に合わせた協議会等の運営
が必要。

方針： 災害廃棄物処理に関わる関係者が、被災状況に応じて、各地域で
及び全道で、速やかに連携できる体制を平時から構築する。地域
内処理・道内広域処理における現状の課題をふまえた対応策を促
進する。

方針： ハード（災害廃棄物発生量等定量的数値）、ソフト（協定締結状況
等）の両面での現状把握を行い、対応策を検討し実施する。

人 材 育 成計 画 策 定

協議会構成員 と 役割相 互 連 携

赤字：改定部分

新ビジョン（案）

※令和４年度末時点

○ 5年後のビジョン
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北海道ブロック 市町村災害廃棄物

行動計画 処理計画

１年目

（R3）

〇行動計画の点検・見直

し、検討項目抽出

●市町村の計画作成の促進
（策定率目標：20％、36市町

村）

●座学、ワークショップ等に

よる基礎知識習得（各地域）

●ワークショップ（協議会構
成員等）※図上演習の要素を

取り入れる

〇相互連携のための定量的検
討等の項目抽出

〇相互連携のための方策検討

〇他ブロック協議会構成員、

役割、会議運営に関する情報
収集・整理

〇道内での会議運営に関する
情報収集・整理

２年目
（R4）

〇行動計画見直しのための

検討等
〇行動計画第２版（案）作

成

●市町村の計画作成の促進

（策定率目標：30％、54市町

村）

●座学、ワークショップ等に
よる基礎知識習得（各地域）

●対応型図上演習（協議会構
成員等）

〇相互連携のための定量的検

討等の実施

〇相互連携のための方策検討

〇北海道ブロックの協議会構

成員、役割、会議運営に関す

る検討

３年目

（R5）
〇行動計画第２版策定

●市町村の計画作成の促進

（策定率目標：40％、72市町
村。推進地域50%）

●座学、ワークショップ等に

よる基礎知識習得（各地域）

●対応型図上演習（協議会構

成員等）

〇相互連携のための定量的検

討等の実施
●相互連携のための方策促進

〇新たな構成員、役割による

協議会運営（必要に応じて見
直し）

４年目

（R6）
●行動計画の実施

●市町村の計画作成の促進
（策定率目標：50％、90市町

村。推進地域60%）

●座学、ワークショップ等に

よる基礎知識習得（各地域）

●対応型図上演習（協議会構

成員等）

※上記を継続（必要に応じて

見直し）

※上記を継続（必要に応じて

見直し）

５年目
（R7）
※上記を継続（必要に応じ
て見直し）

●市町村の計画作成の促進

（策定率目標：60％、107市

町村。推進地域70%）

●座学、ワークショップ等に
よる基礎知識習得（各地域）

●対応型図上演習（協議会構
成員等）

※上記を継続（必要に応じて
見直し）

※上記を継続（必要に応じて
見直し）

備考

・行動計画には、相互連

携、協議会構成員と役割の
検討結果を反映する

・人材育成事業と合わせた計

画作成を推進する

・相互連携に関わる関係者の
参加を推進する

・３年目以降は、新たな協議

会等運営体制により実施する

・相互連携に関わる関係者の

参加を推進する

・人材育成、協議会等の運営

と合わせて相互連携体制を強
化する

・計画策定、人材育成、相互
連携を道全体（各地域）で進

めるための体制等を検討し、

協議会等を運営する

相互連携 協議会構成員と役割

〇北海道ブロック協議会

●北海道ブロック協議会、道、市町村
推進地域：日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震防災対策推進地域

計画策定 人材育成

学習段階初期 学習段階中～後期

ロードマップに、「5年目終了時点で推進地域の策定率70%を目標」となる
よう、3年目以降の目標を追記し、第16回協議会において承認を得た。

新ロードマップ（案）

赤字：改定部分
今年度

○ ロードマップ
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計画策定（北海道ブロック行動計画）

平成29年3月
大規模災害時における北海道ブロック災害廃棄物対策行動計画(第１版)策定

令和４年度
大規模災害時における北海道ブロック災害廃棄物対策行動計画(第２版)(案)

作成

令和５年度
大規模災害時における北海道ブロック災害廃棄物対策行動計画(第２版)策定

主な改定事項
・対象とする災害シナリオの設定（地震、水害）
・災害廃棄物処理の流れ（タイムライン例）
・エリア分科会
その他最新のマニュアル、ブロック協議会での検討事項、市町村の
処理計画支援で得られた意見等を反映

追加検討等（本日の議事１）

○ 経緯
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計画策定（市町村災害廃棄物処理計画）

自治体名自治体数年度

南部桧山衛生処理組合、北部桧山衛生センター組合、苫小牧市、
釧路市、西いぶり広域連合、斜里町、倶知安町、旭川市、帯広市、
芽室町

10
平成
29年度

小樽市、北見市、恵庭市、登別市･白老町（広域処理）、本別町･
足寄町･陸別町（池北三町行政事務組合）、厚岸町

9
平成
30年度

森町･鹿部町、稚内市、音更町、釧路総合振興局(7自治体)11
令和
元年度

空知総合振興局（26自治体）、渡島総合振興局（9自治体）、
上川総合振興局（22自治体）、十勝総合振興局（19自治体）、
根室振興局（7自治体）

83
令和
2年度

宗谷総合振興局（11自治体）、後志総合振興局（20自治体）、
オホーツク総合振興局（16自治体）、留萌振興局（11自治体）、
日高振興局・胆振総合振興局（22自治体）

80
令和
3年度

空知総合振興局（10自治体）、渡島総合振興局（11自治体）、
上川総合振興局（14自治体）、十勝総合振興局（9自治体）、
石狩振興局（3自治体）、檜山振興局（2自治体）、
釧路総合振興局（5自治体）、根室振興局（6自治体）
勉強会を4会場で実施し、26自治体を策定支援

86
令和
4年度

○ モデル事業実施状況

（延べ279自治体） 6

市町村が災害廃棄物処理計画を策定するため、ワークシート等を作成し
公表。ワークシートは、令和元年度に初版を作成し、適宜改定。

北海道地方環境事務所HP

○ 災害廃棄物処理計画を作成するためのツール
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○北海道内市町村の災害廃棄物処理計画策定状況

策定率目標
（令和６年３月末時点）

現在
（令和５年５月時点）

40％
72／179

38％
68／179

全道

50％
31／62

50％
31／62

推進地域

※日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震防災対策推進地域

エリア別

全道 推進地域 全道 推進地域 全道 推進地域
道央 70 17 27 11 39% 65%
道南 18 10 7 2 39% 20%
道北 41 1 11 1 27% 100%
道東 50 34 23 17 46% 50%
合計 179 62 68 31 38% 50%

市町村数 計画策定済市町村数 計画策定率

8

（総合）振興局別

全道 推進地域 全道 推進地域 全道 推進地域
空知総合振興局 24 0 5 0 21% -
石狩振興局 8 0 7 0 88% -
後志総合振興局 20 0 4 0 20% -
胆振総合振興局 11 10 8 8 73% 80%
日高振興局 7 7 3 3 43% 43%
渡島総合振興局 11 10 2 2 18% 20%
檜山振興局 7 0 5 0 71% -
上川総合振興局 23 0 6 0 26% -
留萌振興局 8 0 1 0 13% -
宗谷総合振興局 10 1 4 1 40% 100%
オホーツク総合振興局 18 2 7 1 39% 50%
十勝総合振興局 19 19 12 12 63% 63%
釧路総合振興局 8 8 3 3 38% 38%
根室振興局 5 5 1 1 20% 20%
合計 179 62 68 31 38% 50%

市町村数 計画策定済市町村数 計画策定率
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【今後の課題】
・プッシュ型支援だけでは災害廃棄物処理計画の策定率の向上が十分に進まない。
・計画策定の重要性を再認識すると共に、優先度の高い事項から検討を行う。

●市町村災害廃棄物処理計画の策定及び改定に関する相談会の開催
・処理計画について個別に相談
<後日>
・浸水想定をもとに水害の発生量を推計（2町村を上限）
・相談会開催後は、要望に応じて骨子案の作成（Push型支援）を行う

●災害廃棄物処理に係る協定の相談会の開催
・民間事業者団体と個別に相談（ニーズの把握）
※民間事業者団体は、エリア分科会構成員である（公社）北海道産業資源循
環協会及び（一社）北海道環境保全協会を予定
<後日>
・要望に応じて関係団体を紹介する等のサポートを行う

●道内の2市町村をピックアップして浸水想定をもとに水害の発生量を推計
●水害の発生量推計に関するマニュアルを作成

○ 今年度の予定

●エリア分科会同日開催
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【参考】災害廃棄物処理計画策定・点検ガイドライン（令和５年４月）

・災害廃棄物処理計画策定済の自治体でも災害初動期において混乱
・「災害廃棄物対策に関する行政評価・監視（勧告）」（総務省） 等

⇒全国自治体で災害廃棄物処理計画の策定・見直しが行われ、その実効性が
向上するよう、「災害廃棄物処理計画策定・点検ガイド」（20頁程度）を作成

出典：第２回 令和４年度災害廃棄物対策推進検討会資料2-2
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【参考】中小規模自治体向けの「災害廃棄物処理体制と業務」（リーフレット）

・中小規模自治体では、処理計画の作成が低迷
・処理計画策定済みの自治体では、平時・災害時での活用や引継ぎに課題あり

⇒処理計画未策定の中小規模自治体へのアプローチとして、災害廃棄物処理計画
に最低限必要な項目を整理（環境省本省のWG）

（主な用途）

・災害廃棄物処理
計画を策定できて
いない自治体が処
理計画を策定する
一歩として

・計画を策定してい
る自治体にとって
は災害廃棄物処理
計画の引継ぎ資料
として

出典：第２回 令和４年度
災害廃棄物対策推進検討会
資料2-2 12

人材育成

実施形式開催場所開催年度

セミナー（座学）釧路市、札幌市平成27年度

セミナー（座学）釧路市、札幌市、函館市平成28年度

勉強会（座学）釧路市平成29年度

セミナー（座学）札幌市平成30年度

セミナー（座学）、ﾊﾟﾈﾙﾃﾞｨｽｶｯｼｮﾝ札幌市平成31年度

ワークショップ
実務担当者研修（現地視察）

札幌市
厚真町、 苫小牧市

令和元年度

ワークショップ
座学、ワークショップ

札幌市（協議会構成員等向け）
リモート（振興局職員向け）

令和2年度

ワークショップ
セミナー（座学）
座学、ワークショップ

札幌市（協議会構成員等向け）
リモート（全道自治体職員向け）
リモート（振興局職員向け）

令和3年度

ワークショップ
セミナー（座学）
座学、ワークショップ
実地（仮置場設置訓練）

札幌市（協議会構成員等向け）
リモート（全道自治体職員向け）
リモート（振興局職員向け）
室蘭市

令和４年度

○ 人材育成事業実施状況
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【今後の課題】
・初動や仮置場等の重要テーマで座学やワークショップの開催が多く、各地
域で継続的な人材育成が必要。
・テーマや実施形式（対応型図上訓練、実地訓練、現地視察など）によって
は、未経験の職員が多いと想定されることから、エリア分科会を活用して各
地域での開催を検討。

●ブロック協議会開催後に人材育成事業を実施
・ワークショップ形式
・テーマはアンケートに基づき設定
・仮置場設置後で災害廃棄物処理が開始されていない時点からの行動を想定

●エリア分科会開催後に人材育成事業を実施
・ワークショップ形式
・テーマはアンケートに基づき設定
・道央、道南、道東：津波を伴う地震で発生する災害廃棄物処理の初動
道北：水害で発生する災害廃棄物処理の初動

その他、今年度に別途事業を発注予定

○ 今年度の予定
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相互連携
昨年度は、大規模災害時の災害廃棄物処理の広域連携のための処理の流れ
について、市町村の廃棄物処理担当者に周知するための参考資料を作成
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●行動計画改定にあたり、相互連携に係る定量的な推計情報を更新
（本日の議題１）
●エリア分科会で振興局・エリアごとの災害廃棄物発生量や処理可能量を
情報共有

【今後の課題】
・振興局・エリアにより発生量や処理可能量等に地域差があることから、大規模
災害時の廃棄物対策について、連携が必要な事項を把握し、対応策を検討する。
・エリア内で解決できない、広域で検討する必要がある課題等の洗い出す。

○ 今年度の予定
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協議会構成員と役割
 平成27年11月より第1回ブロック協議会を開催。
 協議会構成員の自治体は、大都市（人口上位11自治体）により構成。
 全ての市町村が参画できる体制として、エリア分科会を設置（今年度より
始動）ブロック協議会は災害時の廃棄物対策のプラットフォームとする。

主な役割構成員

・ 災害廃棄物処理に係る助言学識経験者

ブ
ロ
ッ
ク
協
議
会

・ 災害廃棄物処理の課題検討
・ 道内外の広域連携の構築

地方自治体
（道庁・政令市・中核市）

・ ブロック協議会における検討結果のエリア分科会での共有
・ 各エリア分科会における課題のブロック協議会での共有・検討

エリア代表

・ 支援体制の構築
・ 廃棄物処理の技術的助言

民間団体

・ 国の動向や事例の共有国の機関

・ 協議会の運営
・ 協議内容の検討、協議結果の整理

事務局（環境省）

・ 振興局内・エリア内の連携構築エリア内振興局エ
リ
ア
分
科
会

・ 災害廃棄物処理計画の策定・見直し、課題の提出エリア内市町村

・ 支援体制の構築
・ 廃棄物処理の技術的助言

民間団体

・ エリア分科会の運営
・ 検討内容の決定、検討結果の整理・ブロック協議会への提出

事務局（環境省）
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○ エリア分科会の構成

各振興局に所属している
現構成員

振興局（市町村数）と所在市町村
エリア区分
（市町村数）

-岩見沢市空知総合振興局（24）

道央（70）

札幌市、江別市、千歳市札幌市石狩振興局（8）

小樽市倶知安町後志総合振興局（20）

室蘭市、苫小牧市室蘭市胆振総合振興局（11）

-浦河町日高振興局（7）

函館市函館市渡島総合振興局（11）
道南（18）

-江差町檜山振興局（7）

旭川市旭川市上川総合振興局（23）

道北（41） -留萌市留萌振興局（8）

-稚内市宗谷総合振興局（10）

北見市北見市オホーツク総合振興局（18）

道東（50）
帯広市帯広市十勝総合振興局（19）

釧路市釧路市釧路総合振興局（8）

根室市根室振興局（5） 道南

道央

道北

道東
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日程開催地エリア

令和5年9月22日札幌市（かでる２・７）道央

令和5年10月11日函館市（函館市勤労者総合福祉センター）道南

令和5年10月3日旭川市（旭川市国際会議場）道北

令和5年10月13日釧路市（釧路市生涯学習センター）道東

●主な内容
・大規模災害時廃棄物対策北海道ブロック協議会について
（ブロック協議会及びエリア分科会の設立趣旨）
・災害廃棄物の処理
（エリアごとの想定災害への対応等）
・検討事項
（代表市町村及び代表振興局の選出、エリア内の災害廃棄物処理に係る課題等）
※同日に、人材育成事業と相談会を実施

●開催予定

○ 今年度のエリア分科会開催予定


